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である k の関係が確認できる。すなわちにおいて は k の増加関数で
あり，において は k の減少関数となっている。k が小さ過ぎない限
り，k の増大により民営化が正当化されるために要する私企業数は増加しなけ
ればならない。

















このとき，すなわち財 i と j 間の代替性の程度がたまたま1である完全
代替という特殊ケースにおいては，両財を単純に足し合わせることができる。








































































































































となる。前節⑹における k の役割を，製品差別化の下，⑿では代わりに θ が
担っている。これよりと θ の関係が引き出されうる。すなわち		 

	
において は θ の減少関数であり， 





































































































































































































































































































































































































































































































































































4．お わ り に
本稿では数量競争下，寡占経済における公企業を民営化することの是非を論
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